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　本調査は、昭和３９年から毎年都道府県中央会において一斉に実施しており、

日本経済の幅広い分野を担う中小企業の労働事情の実態を把握し、国等の労働

政策や中央会の労働支援方針策定に資することを目的としております。

　従業員の規模、業種による分析を通じて中小企業の多様な実態や規模による

格差問題等を明らかにするほか、全国の小規模企業の現状を知る数少ない資料

としての特色を持っております。

　５７回目となる本年度は、「経営状況」「労働時間」「有給休暇」「新規学卒者

の採用」「高年齢者の雇用」「新型コロナウイルス感染拡大による影響」「賃金

改定」「労働組合の有無」の調査項目に従い、調査を実施いたしました。

　この報告書が、本県中小企業における労働事情の実態把握と今後の対応に多

少なりともお役に立てれば幸いです。

　本調査の実施にあたりまして、ご協力いただきました関係組合並びに調査対

象事業所に対しまして、厚くお礼申し上げますとともに、今後ますますのご発

展を祈念いたします。
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Ⅰ．調査の要領 

１．調査の目的 

  この調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な労働対策の樹立並び 

に時宜を得た中央会労働指針の策定に資することを目的とする。  

 

２．調査の時点 令和２年 7月 1日 

 

３．調査内容  

（１）従業員に関する事項  

（２）経営に関する事項  

（３）労働時間に関する事項  

（４）年次有給休暇に関する事項  

（５）新規学卒者の採用に関する事項 

（６）高年齢者の雇用に関する事項  

（７）新型コロナウイルスの影響に関する事項 

（８）賃金改定に関する事項  

（９）労働組合に関する事項  

 
４．調査の実施対象 

   
   調査対象事業所数  1,250 事業所 

製造業 非製造業 

食料品 212 運輸業 56 

繊維工業 15 建設業 158 

木材・木製品 60 卸売業 95 

印刷・同関連 65 小売業 258 

窯業・土石 64 サービス業 110 

化学工業 19     

金属・機械器具 111     

その他 27     

８業種 計 573 ５業種 計 677 

 

５．調査の方法  

県下中央会傘下の事業協同組合等を抽出し、調査票を郵送し回収した。  
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６．利用上の留意点         

（１）この調査は、毎年任意抽出による調査のため回答事業所が一定していない。したがっ

て、時系列比較をする場合には、回答事業所の同一性が確保されていないことを特に注意す

る。 

（２）集計事業所数及び集計労働者数が少ないものについては、利用にあたって注意する。 

（３）調査項目によっては複数回答となっている項目があるので、百分率の合計が 100 にな

らないものがある。また、百分率の計算時に小数点以下２桁を四捨五入しているので、合計

が 100％にならないものがある。  

 

Ⅱ．回答事業所の概要 

 任意抽出した1,250事業所を調査した結果、398事業所から有効回答を得た。（回答率31.8％） 

 業種、規模別事業所数は次のとおりである。このうち、従業員 29 人以下の事業所が 73.1％

を占めている。 

 

区  分 計 
1 2 3 4 

１～9 人 10～29 人 30～99 人 100～300 人

計 
（人） 398 152 139 82 25
（％） 100% 38.2 34.9 20.6 6.3

製造業計 
156 51 65 33 7

100% 32.7 41.7 21.2 4.5
  

食料品 
52 20 17 10 5

  100% 38.5 32.7 19.2 9.6
  

繊維工業 
8 1 2 5 0

  100% 12.5 25.0 62.5 0.0
  

木材・木製品 
15 6 6 3 0

  100% 40.0 40.0 20.0 0.0
  

印刷・同関連 
13 9 2 2 0

  100% 69.2 15.4 15.4 0.0
  

窯業・土石 
38 6 27 4 1

  100% 15.8 71.1 10.5 2.6
  

化学工業 
3 1 2 0 0

  100% 33.3 66.7 0.0 0.0
  

金属・同製品 
12 5 2 5 0

  100% 41.7 16.7 41.7 0.0
  

機械器具 
10 3 5 2 0

  100% 30.0 50.0 20.0 0.0
  

その他製造業 
5 0 2 2 1

  100% 0.0 40.0 40.0 20.0

非製造業計 
242 101 74 49 18

100% 41.7 30.6 20.2 7.4
  

情報通信業 
1 0 0 0 1

  100% 0.0 0.0 0.0 100.0
  

運輸業 
25 4 7 10 4

  100% 16.0 28.0 40.0 16.0
  

建設業 
83 36 33 13 1

  100% 43.4 39.8 15.7 1.2
  

卸売業 
37 10 15 11 1

  100% 27.0 40.5 29.7 2.7
  

小売業 
41 25 6 6 4

  100% 61.0 14.6 14.6 9.8
  

サービス業 
55 26 13 9 7

  100% 47.3 23.6 16.4 12.7
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１．従業員に関する事項

（１）常用労働者数（図１）

常用労働者数の68.0％が男性

94

85

83 76

109

27

（２）従業員の雇用形態構成比率の推移（図２）

パートタイマーが減少、正社員の増加

1 2 3 4

77 92 151 116 23

9 12 20 16 5

0 1 2

2 7 7 5

Ⅲ．調査結果の概要

　宮城県の回答事業所の常用労働者数は11,287人で、うち男性が7,673人（68.0％）、女性が
3,614人（32.0％）となっており、男性労働者は女性労働者のおよそ2.12倍となっている。3年
間の推移では、女性の割合が微増している。

　昨年度と比較すると「パートタイマー」は6.7％減少しているが、「正社員」は3.8％増加
している。３年間の推移では、「契約・嘱託・その他」及び「派遣」が増加傾向にある。

男性 7,673人
（68.0%）

女性 3,614人
（32.0%）

図１ 常用労働者数

常用労働者数

11,287人

平成30年度 令和元年度 令和２年度

正社員 77.8% 70.2% 74.0%
パートタイマー 15.2% 21.3% 14.6%
派遣 0.6% 1.3% 1.5%
契約・嘱託・その他 6.4% 7.1% 9.9%

77.8%
70.2%

74.0%

15.2%
21.3%

14.6%

0.6% 1.3% 1.5%
6.4%

7.1% 9.9%
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70%

80%

90%

100%
図２ 従業員の雇用形態構成比率の推移

71.0% 69.5% 68.0%

29.0% 30.5% 32.0%

平成30年度 令和元年度 令和２年度

常用労働者数

11,287人
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２．経営に関する事項

（１）１年前と比較した経営状況（規模別・図３）

全ての従業員規模で「悪い」が半数以上

228

94

85

83 76

109

27

（２）経営状況の３年間の推移（景況感・図４）

経営状況が「良い」は３年間で最低、「悪い」が急増

77 92 151 116 23

9 12 20 16 5

　宮城県の経営状況は、「悪い」と回答したのが62.7％と最も多く、次いで「変わらない」
32.2％、「良い」5.0％の順であった。
　従業員規模別で見ると、「良い」と回答した比率は「100～300人」が12.0％と最も多く、次
いで「10～29人」の5.8％となっている。その一方で、「悪い」と回答した割合は全ての従業
員規模で５割を超える結果となった。

　宮城県の経営状況の３年間の推移の中で、令和２年度は「良い」と回答したのは5.0％と最
低となっている。その一方で、「悪い」と回答したのは昨年より24.0％増加し最高率となっ
た。「変わらない」と回答したのは昨年より19.2％減少した。

12.0%

4.9%

5.8%

3.3%

5.0%

28.0%

36.6%

29.7%

32.9%

32.2%

60.0%

58.5%

64.5%

63.8%

62.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100～300人

30～99人

10～29人

1～9人

宮城県 計

図３ １年前と比較した経営状況（規模別）

良い 変わらない 悪い

平成30年度 令和元年度 令和２年度

良い 10.9% 9.9% 5.0%
変わらない 50.4% 51.4% 32.2%
悪い 38.8% 38.7% 62.7%

10.9%
9.9% 5.0%

50.4%
51.4%

32.2%
38.8%

38.7%

62.7%

0%

15%

30%

45%

60%

図４ 経営状況の３年間の推移（景況感）
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（３）経営上の障害（業種別・図５）

製造業・非製造業ともに「販売不振・受注の減少」が５割を超える

1 2 3 4

　宮城県の各事業所における経営上の障害について、製造業と非製造業とに区分し集計した。
　経営上の障害として「販売不振・受注の減少」と回答した事業所は製造業が66.5％、非製造
業が51.7％とともに５割を超えた。次いで「人材不足（質）」が製造業32.9％、非製造業
43.3％、「同業他社との競争激化」が製造業25.2％、非製造業35.7％の順であった。
　上位３位は、製造業・非製造業ともに同じ順であった。

0.8%

8.4%

9.2%

5.9%

10.1%

35.7%

7.6%

51.7%

24.8%

2.9%

43.3%

29.0%

6.5%

8.4%

6.5%

16.8%

23.2%

25.2%

16.1%

66.5%

16.1%

3.9%

32.9%

12.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

環境規制の強化

金融・資金繰り難

納期・単価等の取引条件

の厳しさ

製品価格（販売価格）の下落

原材料・仕入品の高騰

同業他社との競争激化

製品開発力・販売力の不足

販売不振・受注の減少

人件費の増大

労働力の過剰

人材不足（質）

労働力不足（量）

図５ 経営上の障害（業種別・複数回答）

製造業 非製造業
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（４）経営上の強み（業種別・図６）

製造業では「製品の品質・精度の高さ」、非製造業では「顧客への納品・サービスの速さ」の比率が

最も高い

1 2 3 4

　宮城県の各事業所における経営上の強みについて製造業と非製造業とに区分し集計した。
　製造業の上位項目は、「製品の品質・精度の高さ」48.4％、「製品・サービスの独自性」
28.8％、「顧客への納品・サービスの速さ」25.5％の順であった。
　一方、非製造業は、「顧客への納品・サービスの速さ」30.8％、「商品・サービスの質の高
さ」29.5％、「組織の機動力・柔軟性」28.6％の順であった。

28.6%

29.5%

18.4%

18.4%

9.4%

30.8%

10.7%

6.0%

10.3%

6.8%

23.1%

16.7%

24.2%

13.1%

7.8%

13.1%

12.4%

25.5%

48.4%

7.2%

6.5%

24.8%

19.0%

28.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

組織の機動力・柔軟性

商品・サービスの質の高さ

優秀な仕入先・外注先

財務体質の強さ・資金調達力

企業・製品のブランド力

顧客への納品・サービスの速さ

製品の品質・精度の高さ

製品・サービスの企画力・提案力

営業力・マーケティング力

生産技術・生産管理能力

技術力・製品開発力

製品・サービスの独自性

図６ 経営上の強み（業種別・複数回答）

製造業 非製造業
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３．労働時間に関する事項

（１）従業員1人当たりの月平均残業時間（規模別・図７）

「30時間以上」の割合は「30～99人」が最も高い

（２）従業員１人当たりの月平均残業時間（業種別・図８）

運輸業の残業時間が最も多い

1 2 3 4

　残業時間が50時間を超える業種は、「運輸業」33.3％、「窯業・土石」2.6％、「サービス
業」1.9％、「建設業」1.2％の4業種であった。そのうち「運輸業」は、「30～50時間未満」
の割合も29.2％と最も多く、30時間を超える残業時間の割合が唯一５割を超えている。

　全国、宮城県ともに、残業時間は「10時間未満」と回答したのが最も多く、0時間を除く残
業時間においては残業時間が長くなる毎に割合が少なくなっている。
　「30時間以上」の事業者を規模別で見ると「30～99人」の15.9％が最も多く、次いで「100
～300人」12.0％、「10～29人」11.0％、「1～9人」5.6％の順であった。

21.2%

43.6%

40.0%

23.2%
4.2%

10.0%

33.3%

33.3%

7.9%

46.2%

46.7%

12.5%

42.9%

27.5%

26.9%

20.5%

37.1%

30.5%
4.2%

20.0%

33.3%

31.6%

23.1%

53.3%

50.0%

28.6%

28.5%

34.6%

15.4%

5.7%

25.6%
12.5%

60.0%

25.0%

66.7%

34.2%

15.4%

25.0%

16.3%

22.5%

13.5%

12.8%

11.4%

11.0%

16.7%

15.8%

15.4%

8.2%

11.4%

1.9%

7.7%

5.7%

8.5%

29.2%

10.0%

8.3%

7.9%

12.5%
4.1%

7.3%

1.9%

1.2%

33.3%

2.6%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス業

小売業

卸売業

建設業

運輸業

機械器具

金属・同製品

化学工業

窯業・土石

印刷・同関連

木材・木製品

繊維工業

食料品

宮城県 計

図８ 従業員１人当たりの月平均残業時間（業種別）

0時間 10時間未満 10～20時間未満 20～30時間未満 30～50時間未満 50時間以上

8.0%

7.3%

20.6%

49.0%

27.5%

26.9%

32.0%

32.9%

27.2%

26.6%

28.5%

27.9%

16.0%

29.3%

28.7%

14.0%

22.5%

21.8%

32.0%

14.6%

12.5%

4.9%

11.4%

13.2%

8.0%

12.2%

8.8%
2.8%

7.3%

8.8%

4.0%

3.7%
2.2%

2.8%

2.8%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100～300人

30～99人

10～29人

1～9人

宮城県 計

全国 計

図７ 従業員１人当たりの月平均残業時間（規模別）
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４．年次有給休暇に関する事項

（１）従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数（規模別・図９）

全国、宮城県ともに10日以上付与の割合は90％を超える

（２）従業員１人当たりの年次有給休暇の平均取得日数（規模別・図１０）

宮城県では10.9％の事業所が「5日未満」

　宮城県では、「15～19日」が45.6％と最も多く、次いで「20～24日」20.6％、「10～14日」
20.1％、「9日以下」9.5％の順であった。
　従業員規模別では規模が大きくなるにつれて「15～19日」の割合が多くなり、「9日以下」
の割合が少なくなっている。

　平成31年4月に施行された働き方改革関連法により、10日以上の有給休暇が付与される労働
者に対し、年5日の有給休暇を時季指定して取得させることが使用者に義務づけられている
が、宮城県では、平均取得日数が「5日未満」と回答したのが10.9％であった。
　また、従業員規模別では、「5日未満」と回答したのは「10～29人」の14.2％が最も多く、
次いで「100～300人」13.0％、「1～9人」10.6％、「30～99人」5.1％の順であった。
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16.5%

22.4%

25.7%
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4.4%
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図９ 従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数（規模別）
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図１０ 従業員１人当たりの年次有給休暇の平均取得日数（規模別）
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（１）令和２年３月新規学卒者の採用又は採用計画（規模別・図１１）

従業員規模に比例して採用又は採用計画は増加

（２）令和２年３月新規学卒者の採用充足状況（規模別・図１２）

宮城県の採用充足状況が全国値を上回る

1

５．新規学卒者の採用に関する事項

　宮城県では「あった」と回答したのが16.4％に対し、「なかった」の回答が83.6％と、8割を
超える事業所が採用を見送る計画となっている。
　従業員規模別では「あった」のうち、「100～300人」の64.0％が最も多く、次いで「30～99
人」31.7％、「10～29人」12.2％、「1～9人」4.0％の順となっており、従業員規模が大きい事
業所ほど採用又は採用計画が「あった」とする回答が多い。

　宮城県の採用充足状況は全国値をいずれも上回っている。
　宮城県で令和2年3月に採用又は採用計画が「あった」のうち、充足率が高い学歴は、「短大卒
（含高専）」の100％が最も高く、次いで「専門学校卒」91.7％、「高校卒」88.8％、「大学
卒」83.3％の順であった。
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図１１ 令和２年３月新規学卒者の採用又は採用計画（規模別）
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図１２ 令和２年３月新規学卒者の採用充足状況（規模別）
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（３）令和３年３月新規学卒者の採用計画の有無（規模別・図１３）

従業員規模に比例して「ある」とする事業所の比率が高い

（４）令和３年３月新規学卒者の平均採用計画人数（規模別・図１４）

全国、宮城県とも「大学卒」、「高校卒」の採用計画人数が多い

　令和3年3月に採用を予定する新規学卒者の平均人数は、宮城県で「大学卒」2.25人、「高校
卒」2.02人、「専門学校卒」1.47人、「短大卒（含高専）」1.45人の順であった。
　従業員規模別では、「1～9人」及び「30～99人」で「大学卒」が、「10～29人」及び「100
～300人」で「高校卒」の採用計画人数が最も多い。

　宮城県では「ある」と回答したのが18.9％に対し、「ない」と回答したのが61.4％と過半数
が採用計画を見合わせている。
　従業員規模別では、「ある」と回答したうち「100～300人」の52.0％が最も多く、次いで
「30～99人」36.6％、「10～29人」15.9％、「1～9人」6.6％の順であり、従業員規模が大き
い事業所ほど採用計画があった。
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図１３ 令和３年３月新規学卒者の採用計画の有無（規模別）
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図１４ 令和３年３月新規学卒者の平均採用計画人数（規模別）
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（１）６０歳以上の高年齢者の雇用の有無（規模別・図１５）

従業員規模に比例して「雇用している 」とする事業所の比率が高い

（２）高年齢者雇用措置で講じた内容（規模別・図１６）

宮城県では「再雇用など継続雇用制度を導入」が最も多い

　宮城県では「雇用している」と回答した事業所が77.8％と、全国より2.7％下回った。
　従業員規模別では、「100～300人」が最も多く100.0％、次いで「30～99人」が98.8％、
「10～29人」が92.1％、「1～9人」が49.3％となっており、従業員規模が大きい事業所ほど高
年齢者を雇用している。

　全国、宮城県とも「再雇用など継続雇用制度を導入」と回答した事業所が最も多く、次いで
「定年を65歳以上に引き上げ」が多かった。
　従業員規模別でも、「再雇用など継続雇用制度を導入」は半数以上を占め、「100～300人」
が最も多く80.0％であった。「定年の定めを廃止」は従業員規模が大きい事業所ほど低くなっ
ている。

６．高年齢者の雇用に関する事項
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図１５ ６０歳以上の高年齢者の雇用の有無（規模別）
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図１６ 高年齢者雇用措置で講じた内容（規模別）

定年の定めを廃止 定年を65歳以上に引き上げ 再雇用など継続雇用制度を導入
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（３）令和３年４月１日施行予定の「改正高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」による高年

　　　齢者の７０歳までの就業確保措置新設の把握（規模別・図１７）

「1～9人」の事業所では「把握していなかった」の回答が5割を超えている

（４）高年齢者就業確保のため講じる措置（図１８）

宮城県では「70歳までの継続雇用制度の導入」が全国値を上回る

　宮城県では、「把握している」と回答した事業所が52.7％と過半数が把握されている。
　従業員規模別では、「把握している」の回答が最も多かったのは「30～99人」の68.3％、次
いで「100～300人」60.0％、「10～29人」55.5％、「1～9人」40.3％の順であった。

　宮城県では、「70歳までの継続雇用制度の導入」が35.8％と最も多く全国を2.4％上回った。
次いで「今後他社の対応等の情報収集をしながら考えたい」が34.3％であった。
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図１７ 高年齢者就業確保措置新設の把握（規模別）

把握している 把握していなかった

34.3%

10.8%

1.0%

6.9%

10.8%

35.8%

5.9%

37.0%

8.8%

0.2%

1.1%

7.5%

10.1%

33.4%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40%

今後他社の対応等の情報収集をしながら考えたい

努力義務であるので特に措置を講じる予定はない

70歳まで継続的に事業主が委託・出資等する団体

が行う社会貢献事業に従事できる制度の導入

70歳まで継続的に事業主が実施する社会貢献に従

事できる制度の導入

70歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の

導入

定年の廃止

70歳までの継続雇用制度の導入

70歳までの定年引上げ

図１８ 高年齢者就業確保のための措置（複数回答）
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７．新型コロナウイルスの影響に関する事項
（１）経営への影響（図１９）

全国・宮城県ともに「売上高の減少」が最も多い

1 2 3 4

　宮城県では、「売上高の減少」が最も多く67.8％、次いで「取引先・顧客からの受注減少」
54.4％、「営業活動等の縮小」32.7％の順であった。
　一方で、「特に影響はない」13.4％、「受注や売上高が増加」2.3％と15.7％の事業所で経
営への影響はなかった。
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図１９ 経営への影響（複数回答）
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（２）雇用環境の変化（図２０）

全国・宮城県ともに「特に変化なし」が最も多い

1 2 3 4

　宮城県では、「特に変化なし」が最も多く54.6％、次いで「労働日数の減少」22.8％、「学
校等休校での欠勤・遅刻・早退」17.9％の順であった。
　全国と宮城県で回答に大きな差は無いが、「特に変化なし」で宮城県が全国を7.8％上回っ
た。
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図２０ 雇用環境の変化（複数回答）
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（３）労働環境の整備（業種別・図２１）

全国、宮城県ともに「特に整備していない」の割合が最も多い

（４）雇用維持等のために活用した助成金（図２２）

宮城県では「持続化給付金」が25.1％

　宮城県では、「特に整備していない」が最も多く58.7%、次いで「時短勤務の導入」18.6％、
「時差出勤の導入」8.7％、「テレワークの導入」7.4％の順であった。

　宮城県では事業所が従業員の雇用維持等のために活用（申請）した助成金について、「活用
していない」を除き、「持続化給付金」が最も多く25.1％、次いで「雇用調整助成金」17.5％、
「小学校休業等対応助成金」7.4％の順となっている。
　一方、「活用していない」は59.6％と半数以上が助成金を活用していない結果であった。
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図２１ 労働環境の整備（業種別・複数回答）

全国 宮城県
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図２２ 雇用維持のために活用した助成金（複数回答）
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（１）賃金改定実施状況（規模・業種別・図２３）

「今年は実施しない（凍結）」及び「未定」の割合が5割を超えている

（２）賃金改定実施状況（業種別・図２４）

（２）賃金改定実施状況の推移（図２４）

賃金を「引き上げた」が３年間で最低

1 2 3 4

「引き上げた」は「機械器具」「金属・同製品」が多い

８．賃金改定に関する事項

　従業員規模別に見ると、「1～9人」を除く従業員規模で「引き上げた」の回答が最も多く、
「30～99人」58.8％、「10～29人」44.4％、「100～300人」32.0％の順であった。
　業種別では「引き上げた」の回答が「製造業」36.2％に対し、「非製造業」40.0％と「非製
造業」の方が「引き上げた」割合が高い。

　宮城県の賃金改定実施の3年間の推移の中で、「引き上げた（７月以降引き上げを含む）」
の回答が昨年度より12.2％減少し、47.9％と最低となった。「今年は実施しない（凍結）」の
回答が昨年度より8.3％増加した。
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

非製造業

製造業

100～300人

30～99人

10～29人

1～9人

宮城県 計

全国 計

図２３ 賃金改定実施状況（規模・業種別）

引き上げた ７月以降引き上げる予定 引き下げた ７月以降引き下げる予定 今年は実施しない（凍結） 未定

56.6% 60.1%
47.9%

0.2%
0.6%

1.0%

20.5% 17.7%

26.0%

22.5% 21.7% 25.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成30年度 令和元年度 令和２年度

図２４ 賃金改定実施状況の推移
引き上げた（７月以降引き上げ予定を含む） 引き下げた（７月以降引き下げ予定を含む） 今年は実施しない（凍結） 未定
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（３）平均所定内賃金（単純平均）と昇給額（規模別・図２５）

「100～300人」の昇給額は5,000円を超える

（４）平均所定内賃金（単純平均）の３年間の推移（図２６）

全国と宮城県の平均所定内賃金格差が昨年度より拡大

　賃金昇給額は、全国が4,418円、宮城県は4,346円となり、宮城県が全国平均を72円下回っ
た。従業員規模別では賃金昇給額は「100～300人」5,030円が最も多く、次いで「10～29人」
4,407円、「30～99人」4,313円、「1～9人」4,197円の順であった。

　宮城県の平均所定内賃金は、246,866円から247,845円と前年度より979円増加した。
　一方で、全国の平均所定内賃金は253,182円から255,847円と前年度より2,665円増加する結
果となり、全国平均と宮城県の格差が前年度6,316円から8,002円へと拡大する結果となった。

全国 宮城県 1～9人 10～29人 30～99人 100～300人
改定前 251,429 243,499 243,800 246,078 238,776 243,396
改定後 255,847 247,845 247,997 250,485 243,089 248,426
昇給額 4,418 4,346 4,197 4,407 4,313 5,030

251,429

243,499 243,800 246,078
238,776 243,396

255,847

247,845 247,997
250,485

243,089

248,426

220,000

230,000

240,000

250,000

260,000

図２５ 平均所定内賃金（単純平均）と昇給額（規模別）

平成30年度 令和元年度 令和２年度

宮城県 242,217 246,866 247,845
全国平均 251,805 253,182 255,847
差額 9,588 6,316 8,002

242,217
246,866 247,845

251,805 253,182
255,847

220,000
225,000
230,000
235,000
240,000
245,000
250,000
255,000
260,000

図２６ 平均所定内賃金（単純平均）の３年間の推移
（円）

（円）
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（１） 労働組合の有無（規模別　図２７）

全国、宮城県ともに「ない」が９割超える

（２）労働組合「ある」の３年間の推移（図２８）

宮城県の労働組合、昨年度より増加

９.労働組合に関する事項

　全国、宮城県ともに「ない」が9割を超え、宮城県では「ない」が93.7％であった。
　従業員規模別では「ある」の回答は「100～300人」20.0％、「30～99人」9.8％、「10～29
人」5.0％、「1～9人」3.3％の順であり、規模が大きい事業所ほど組織率は高くなっている。

　労働組合が「ある」とした事業所の３年間の推移は、昨年度より1.4％増加の6.3％と過去３
年間で最も高い結果となり、全国平均との格差が縮小した。

20.0%

9.8%

5.0%

3.3%

6.3%

7.0%

80.0%

90.2%

95.0%

96.7%

93.7%

93.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100～300人

30～99人

10～29人

1～9人

宮城県 計

全国 計

図２７ 労働組合の有無（規模別）

ある ない

平成30年度 令和元年度 令和２年度

全国 6.5% 6.7% 7.0%
宮城県 5.3% 4.9% 6.3%

6.5% 6.7% 7.0%

5.3%
4.9%

6.3%

0%

3%

5%

8%

10%
図２８ 労働組合「ある」の３年間の推移
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参考　地域別の春季賃上げ状況と格差

昇給額 昇給率 格  差 昇給額 昇給率 格  差

（円） （％） （％） （円） （％） （％）

北 海 道 6,785 2.68 153.6 滋 賀 5,060 1.87 114.5

青 森 4,520 2.00 102.3 京 都 4,291 1.66 97.1

岩 手 5,508 2.51 124.7 奈 良 5,258 1.94 119.0

宮 城 4,346 1.78 98.4 大 阪 6,243 2.13 141.3

秋 田 4,466 2.05 101.1 兵 庫 5,093 1.86 115.3

山 形 3,841 1.72 86.9 和 歌 山 5,713 2.26 129.3

福 島 4,296 1.85 97.2 鳥 取 3,691 1.67 83.5

茨 城 2,996 1.18 67.8 島 根 4,462 1.91 101.0

栃 木 岡 山 4,658 1.82 105.4

群 馬 3,169 1.23 71.7 広 島 4,047 1.59 91.6

埼 玉 4,085 1.41 92.5 山 口 4,344 1.79 98.3

千 葉 4,235 1.52 95.9 徳 島 4,196 1.79 95.0

東 京 1,877 0.64 42.5 香 川 4,739 1.88 107.3

神 奈 川 3,730 1.26 84.4 愛 媛 5,375 2.26 121.7

新 潟 3,843 1.61 87.0 高 知 3,831 1.64 86.7

長 野 3,187 1.27 72.1 福 岡 3,990 1.64 90.3

山 梨 5,481 2.02 124.1 佐 賀 4,873 2.21 110.3

静 岡 長 崎 4,249 1.79 96.2

愛 知 4,403 1.61 99.7 熊 本 4,407 1.87 99.8

岐 阜 4,144 1.56 93.8 大 分 4,265 1.87 96.5

三 重 4,605 1.72 104.2 宮 崎 6,873 2.98 155.6

富 山 3,959 1.56 89.6 鹿 児 島 5,335 2.33 120.8

石 川 3,409 1.34 77.2 沖 縄 4,359 1.96 98.7

福 井 5,209 1.98 117.9 全国平均 4,418 1.76 100.0

（注1）格差は全国の単純平均昇給率を１００とした場合
（注2）集計結果は単純平均による
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組合・中小企業のネットワークづくりをはじめ、
企業経営については本会までご相談ください。

〒980-0011　仙台市青葉区上杉一丁目14番２号
宮城県商工振興センター１階（仙台市地下鉄南北線北四番丁駅下車）
TEL 022（222）5560
FAX 022（222）5557
URL http://www.chuokai-miyagi.or.jp

宮城県中小企業団体中央会

中小企業の労働事情
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